
グループ企業の知的財産（特許を受ける権利

等も含む）の管理形態は，グループ内の子会社

それぞれが知的財産の権利者となって独自管理

を行う場合か，それらグループ企業の全知的財

産を親会社等（親会社および知的財産管理子会

社）に譲渡しその親会社等が一元的に管理を行

うかとにより，分散管理型と一元管理型とに大

1 ．分散管理型と一元管理型

別できる。

前者の分散管理型では知的財産の発生元たる

各子会社がそのまま権利者となるため，管理手

法としては明快かつ簡便である。

一方，一元管理型はグループ企業全体の利益

を考慮した知的財産戦略の立案・推進が可能で

あるが，一元管理を行うためには子会社から親

会社等に知的財産の移転が必要である。しかし，

一元管理のための移転を通常の譲渡（以下，譲

渡型と記載。）により行うと，以下の問題が生

じるため，譲渡型を採用することは事実上困難

であると考えられる。

『譲渡型の問題点』

① 譲渡対価の額の算定，支払いおよび課税

が必要

② 知的財産が資産計上されるため固定資産
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税が発生

③ 親会社に入ったライセンス収入を子会社

に還元できないことによる各子会社の発

明意欲の減退の可能性

上述した譲渡型の問題の解決を一つの目的と

して平成16年に信託業法が改正された。この改

正によって，業として知的財産を信託設定する

ことが可能となり，さらにグループ企業内での

信託の引き受けについては届け出で足りるとい

う特例１）が設けられた。これにより，グループ

企業の知的財産管理において，一元管理型の導

入が促進されることを期待したものである。よ

り詳細に述べると，信託を利用し知的財産の管

理を一元化する場合（以下，信託型と記載。），

親会社等が当該知的財産の権利者として権利行

使等を行うという一元管理型の主目的を達成し

ながら，信託設定時には譲渡対価が発生せず，

従って，その価値評価も不要であるというメリ

2 ．信 託 型

ットがある。さらに，親会社等が知的財産の活

用によって得た収益を発明発生元たる各子会社

に還元することも可能となる。（図１）

このように，グループ企業内の知的財産の一

元管理化を行うにあたり，信託型は非常に有用

であると思われるが，現状では，十分に普及し

ているとは言えない。そこで，日本知的財産協

会加盟企業を中心にアンケート調査を実施し，

現状の知的財産管理形態及び他形態へのニーズ

および信託型への取組みにつき企業の実態を把

握するための調査を実施した。

さらに，アンケート回答企業の一部に対して

ヒアリング調査を実施し一元管理型企業対して

はその管理目的や手法につき明らかにし，分散

管理型企業に対しては一元管理型をどの程度意

識しているかにつき調査した。

アンケートは日本知的財産協会加盟企業を中

心に337社に送付し，69社から回答を得た（回

3 ．アンケート調査の結果
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図１　信託型を利用した場合の知的財産サイクル
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収率20％）。

表１に示すように，現在一元管理型を採って

いるグループ企業は20社あり，一方，分散管理

型企業は42社であった。

また，いずれの一元管理型企業も分散管理型

への移行に関心はないと回答する一方，分散管

理型企業においては，42社中16社が一元管理型

への関心を示した。このことから，分散管理型

企業には知的財産の一元管理化に向けた確かな

ニーズが存在すると考えられる。

次に，一元管理型企業20社と，分散管理型企

3．1 現状の知的財産管理形態，および他
形態へのニーズ

業であって一元管理型に関心ありと回答した企

業16社に対して，その理由を質問し，結果を図

２に纏めた。回答の多かった選択肢⑥「集中管

理のもと，全社的な知財戦略を遂行したいから」

や選択肢②「グループ企業に知財部，知財部員

を配置する余裕がないから」が，企業が一元管

理型に期待する主要な効果であると考えられ

る。しかし，選択肢③「分社等のグループ再編

時に，権利の移動に関する処置をスムーズにす

るため」については，一元管理型を採用してい

る理由としては挙げられていない一方，分散管

理型企業７社が一元化に関心のある理由として

これを選択している。すなわち，経営環境の変

化によるグループ企業の再編機会が増加してき

ており，その際の知的財産の取扱いが，分散管

理型企業にとっては課題となっていることが判

る。

信託型への取組みを質問したところ，もっと

も多かった回答は「検討もしたことがない」で，

69社中34社に上った。したがって，信託を利用

3．2 信託型への取組み
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図２　一元管理型を採る理由及びニーズ（複数選択）

表１　他方の管理形態への関心
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した知的財産管理方法についての認知度は低い

と言える。

また，自由に記入してもらったコメントでは，

「知的財産権の価値評価が課題」といった回答

が多く見られた。しかし，信託型を採ることの

メリットの一つは，そのような価値評価が不要

になることであり，この点から見ても，信託型

が十分に理解されていないことが分かる。

なお，「現在はまだ様子見をしている」とい

う趣旨の回答も寄せられた。これは，信託制度

を知的財産に適用するにあたり，制度自体にい

くつかの課題が指摘されるなか，信託業法改正

後実際に本制度を導入した企業が僅かであるこ

とから，今後の他社動向や制度動向を見極めて

いるものと考えられる。したがって，これらの

企業には信託型へのニーズそのものは存在する

と思われる。

以上のようにアンケート調査をもとに企業の

知的財産管理形態の状況や信託型への取組みの

概況を把握した後，さらにヒアリング調査をす

ることにより，企業における知的財産一元管理

の目的，その手法および信託型が普及しない原

因について述べる。なお，表２にヒアリングの

調査結果を纏めた。

ヒアリング及びアンケート調査から，企業が

一元管理型を採るまたは採ろうとする目的が，

以下の（1）から（4）の４つに分類できること

が分かった。

（1）全社的PPF（特許ポートフォリオ）の構築

Ｂ社は現在分散管理型を採用しているが，経

営戦略をグループ全体として立案するようにな

ったことを受け，知的財産戦略についても全社

的な戦略が必要となった。そこで，Ｂ社では全

4．1 一元管理型採用の目的

4 ．ヒアリング調査の結果

社的なPPFを構築する目的で一元化に向けた動

きが出てきていることが判った。全社的な知的

財産戦略の推進と全社的PPFの構築は一体的な

ものであるから，Ｉ社における一元化の目的で

ある「全社的な知的財産戦略を推進するため」

も同様の趣旨と判断できる。また，アンケート

調査結果においても，一元管理型を採用してい

るまたは関心のある理由として，「集中管理の

もと，全社的な知財戦略を推進したいから」と

いう回答は多かった。

なお，一元管理のそもそもの目的はグループ

企業全ての知的財産を把握し一括管理すること

にあるので，子会社の有する知的財産の多寡や

親会社・子会社間の事業の乖離具合は問題でな

いと考えられる。

（2）グループ企業内再編時の迅速な対応

アンケート調査においても，グループ企業内

再編時の対応を意識した一元管理型へのニーズ

の存在は特徴的だったが，Ｆ社はまさに再編時

における権利処理の迅速化を主目的として一元

化を検討していることがヒアリング調査から判

明した。

分散管理型の場合，本社から事業部等を切り

出して子会社化する際には，知的財産権を当該

子会社に持たせるかどうか事業部間で調整を行

わねばならず，特にグループ企業内での再編が

頻繁に起こるような企業グループにおいてはそ

のような調整に多大なエネルギーを要する。ま

た，子会社が事業を行う上で必要となる知的財

産権がグループ内で分散している場合には，そ

れぞれ個別にライセンス契約を締結する必要が

ある。そこで，知的財産を親会社等に一元化し，

原則的に子会社へはライセンスで対応すること

で解決を図るものである。

（3）渉外力の向上

ヒアリングから，Ａ社，Ｂ社およびＣ社とい
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った分散管理型企業においても，渉外案件の発

生時には親会社が弁護士の紹介や交渉に必要な

アドバイスをしていることが明らかになった。

すなわち，いくら分散管理型と言っても非常に

高度な専門性が要求される渉外能力（企業とし

て有する渉外ノウハウや，知的財産部員が有す

る専門性）についてはある程度の一元管理がな

されていると言える。
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表２　ヒアリング結果

※本文の複製、転載、改変、再配布を禁止します。



しかし，渉外における優位性はそのような渉

外能力だけで決まるものではなく，カウンター

特許の有無，保有特許件数および企業の知名度

などを総合的に複合した「渉外力」で決定する。

これらはいずれも子会社単体よりグループ企業

の総力として一元化させた方が強化されるもの

であり，また権利行使の主体となる場面を考慮

すれば，当事者として交渉するためにも権利は

一元化させておくべきである。実際，Ａ社は本

社の渉外能力を用いて子会社が有する知的財産

権についても権利行使ができないか考えてお

り，一元化を検討し始めていることがヒアリン

グ調査から判った。

この一元化は，子会社に渉外案件がまったく

ないグループ企業には関係のないものだが，数

件程度の案件が発生しかつ渉外部がない子会社

を持つグループ企業にとっては重要である。ま

た，各子会社にすでに十分な渉外能力が備わっ

ている場合でも，カウンター特許の充実化，ラ

イセンスイン時の親企業ブランドによる効果等

などを考慮し，子会社として一元化の採用検討

に理解を示す可能性がある。

（4）業務の効率化

グループ企業のそれぞれから一定件数の出願

があると，同一グループ内であるにもかかわら

ず重複出願をしてしまい，一方の出願について，

人件費を含めた出願費用が無に帰してしまうケ

ースがある。Ｊ社の場合，まさにこの問題が発

生したことをきっかけとして一元化したことが

判った。一方，Ｃ社では同様の問題は割り切っ

て放置しているが，今後人件費の削減という圧

力がかかれば，知的財産を一元化する可能性が

あるとのことだった。

いずれにせよ，重複業務の回避や人件費の削

減といったグループ企業全体としての知的財産

業務の効率化・スリム化といった観点から，知

的財産を一元化することが考えられる。このよ

うな目的での一元化は，知的財産部がプロフィ

ットセンターというよりもコストセンターと捉

えられている場合に起こりやすいと思われる。

知的財産を一元管理する手法に関しては，手

法毎のメリット・デメリットという観点から，

本稿では以下の（1）から（3）の３種類に分類

した２）。

（1）譲渡型

今回，譲渡によって知的財産の一元管理を行

っている企業を直接的にヒアリングしたわけで

はないが，今回のヒアリングの過程で，そのよ

うな企業が存在するあるいは存在したことを確

認した。確かに，対価等に係る種々の問題は山

積するが，手法としてはもっとも単純であり，

当該手法を採っている企業は少なからず存在す

ると思われる。しかし，税務上のコンプライア

ンスの遵守がより厳格になってきている昨今に

おいて，個々の譲渡対価等に明確な根拠を求め

ることは困難であり，積極的に譲渡型を採用す

べき状況にあるとは言い難い。

（2）研究開発委託型

ここで言及する研究開発委託型とはＨ社が採

っている方法で，開発委託契約等を子会社と締

結し，その成果物として生じた知的財産権を譲

り受けるものである。主なメリットとしては，

① 研究開発委託契約の枠組み内での受け渡し

なので，譲渡対価が発生せず，その価値評価も

不要な点，② 個別の知的財産を対象とするの

ではなく，研究開発委託契約に基づき包括的に

受け渡しの対象とできる点，の２点が挙げられ

る。

ただし一方で，この研究開発委託型を採るに

は制約もあり，例えば，すでに存在する知的財

産の移転には適用できないし，また，子会社が

4．2 一元管理手法
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多い場合に全ての研究開発活動を委託契約でカ

バーするのは予算的に困難であるといった点が

挙げられる。しかし，換言すれば，研究開発費

等を充当できる範囲内の子会社でかつ将来分の

権利のみを一元管理する目的であれば，研究開

発委託型は非常に有効な方法であるとも言える。

（3）信託型

信託型を導入している，または前向きに検討

しているＦ社，Ｉ社およびＪ社は，いずれも信

託型特有のメリットに着目したというよりも，

一元管理型への移行を志向する中で譲渡型特有

の譲渡対価等の問題を回避する目的で信託型を

採用している。

すなわち，信託型の真の効用とは，譲渡型の

デメリットを回避するところにあると言え（も

ちろん，知的財産の活用による利益を子会社に

還元できる等の信託型特有のメリットはある

が），前述の研究開発委託型に適する場合を除

いては，知的財産を一元管理するにあたって信

託型がもっとも現実的な手法だと考えられる。

以上，ヒアリング調査及びアンケート調査か

ら明らかになった一元化の目的（すなわちメリ

ット）とその手法を分散管理型と比較し表３に

纏めた。

信託型を導入あるいは前向きに検討している

企業を除いて，信託型を十分に理解している企

業は少なかった。一方で，信託型導入企業にお

いては，一元管理型を志向する中で譲渡対価と

いう壁にぶつかり，結果的に信託型を採用した

というプロセスを経ていた。これらを併せて考

えれば，信託型の普及が進まない原因とは，知

財信託制度の認知不足というよりも，一元管理

型のメリット・デメリットについて十分な研究

が各社でなされていなかったからだと言える。

事実，アンケートには「一元管理型に関心あり」

と回答した企業であっても，ヒアリング調査を

行ったところ，一元化に向けて実際に動いてい

る企業はなかった３）。

4．3 信託型に対する認識
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本稿では，アンケートおよびインタビュー調

査を通じて，グループ企業における知的財産の

一元管理に関してその目的や手法を明らかに

し，また知財信託を利用した一元管理手法に対

する企業の認識を調査・確認した。

言うまでもないが，いくら一元管理型にメリ

ットがあると言っても，それに適さないグルー

プ企業はある。すなわち，事業と知的財産権を

絶対不可分のものと捉えているグループ企業，

それぞれの子会社の独立心が旺盛な企業および

子会社の知的財産部・知的財産業務が充実して

いる企業（出願件数が少ないという理由も含む）

等が該当する。しかし，こういったグループ企

業であっても，技術や事業が重複する子会社の

知的財産については，一元管理型が望ましい場

合がある。また，数万件の知的財産権を有する

グループ企業がそれら全ての権利を一元化する

ことはコスト面からあまり現実的とは言えない

が，当該グループ企業の一部の子会社の知的財

産のみを一元化することは可能である。なお，

一元化を行う際には，知財信託の利用が非常に

有効であるケースがあることを本稿では示した

が，一方で一元管理にあまり関心のない企業は

そもそも知財信託制度を十分に理解していない

可能性があることもまた明らかになった。

以上に鑑みて，知財信託の利用促進を図るた

めには，知財信託制度そのものを企業における

知的財産部門に周知するより，まず，一元管理

型のメリットを同部門に理解してもらうことが

重要である。また，これを受けて，その知的財

産部門が信託型導入による一元管理の実現に向

けて経営者への説明を行うことが望ましい。そ

の意味で，本稿が有用な情報となると確信する。

さらに，知財信託を経験した実務関係者による

セミナー等により一元管理型による知的財産活

動のメリット等を説明する機会を設営すること

5 ．おわりに も必要であろう。

注　記

1） 信託業法第51条

2） なお，表２におけるＧ社の採っている一元化の

方法については，詳細な仕組みが不明なため，

ここでは触れない。

3） ただし，将来的な一元化を念頭には置いている

というＣ社については，譲渡対価の問題点や，

その解決策としての知財信託というものを理解

していた。
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